
（第 8 期）

 貸　 借　 対　 照　 表

（2021年3月31日現在）

旭化成不動産サポート株式会社

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

円 円

（　資　産　の　部　） 　（　負　債　の　部　）　 ( 844,488,234     )

  流　動　資　産 4,421,836,907   流　動　負　債 844,488,234

現 金 及 び 預 金 120,692,890 未 払 費 用 331,002,994

売 掛 金 24,324,144 未 払 法 人 税 等 366,299,039

前 払 費 用 2,218,615 未 払 消 費 税 等 9,252,500

未 収 入 金 188,333 前 受 金 42,953,875

立 替 金 1,588,296 預 り 金 24,559,826

短 期 貸 付 金 4,272,824,629 賞 与 引 当 金 15,678,000

デ フ ォ ル ト 引 当 金 54,742,000        

  固　定　資　産 99,764,826 　（　純 資 産 の 部　）　 ( 3,677,113,499   ）

5,067,986 　株　主　資　本 3,677,113,499   

建 物 3,648,840 資 本 金 50,000,000        

工具、器具及び備品 1,419,146 利 益 剰 余 金 3,627,113,499     

繰越利益剰余金 3,627,113,499     

（ う ち 、 当 期 純 利 益 ） （ 806,694,896       ）

7,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 7,000,000

87,696,840

長 期 前 払 費 用 0

繰 延 税 金 資 産 65,124,824

差 入 保 証 金 22,572,016

貸 倒 懸 念 債 権 54,794,650

貸 倒 引 当 金 △ 54,794,650

資　産　合　計 4,521,601,733 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,521,601,733   

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産



（第 ８ 期）

 個 別 注 記 表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リ-ス資産を除く）･････定額法

（２）無形固定資産（リ-ス資産は除く）･････ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に
                                          基づく定額法
                                          その他の無形固定資産は定額法

（３）リ－ス資産･････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　　　　　　　　　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が
　　　　　　　　　　　　2008年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
　　　　　　　　　　　　に準じた会計処理によっている。

２．引当金の計上基準

（１）賞与引当金･････賞与の支給に充てるため、当期に負担すべき支給見込額を計上している。

（２）貸倒引当金･････債権の貸倒による損失に備えるために、貸倒懸念債権等特定の債権については、
          個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理方法            消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

（２）連結納税制度の適用                連結納税制度を適用している。

（３）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
　　　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行
　　及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグルー
　　プ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号）第３項の取扱いにより、「税効果
　　会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針28号）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負
　　債の額について、改正前の税法の規定に基づいている。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当該事業年度の末日における発行済み株式の総数             普通株式･･････１０００株

（関連当事者との取引に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はございません。

関連会社 旭化成（株） 100% 短期貸付金 4,273

属性 会社名 議決権等の所有割合 勘定科目
期末残高

（百万円）

関連会社 旭化成（株） 100% 未払費用 314

関連会社 旭化成（株） 100% 未払法人税等 285


